
◎放送法の一部を改正する法律 
（令和六年五月二四日法律第三六号）   

一、 提案理由（令和六年四月二三日・衆議院総務委員会） 

○松本国務大臣 放送法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び内容

の概要を御説明申し上げます。 

 近年、国民・視聴者の多くがインターネットを主な情報入手手段として利用しつつあ

るなど、放送をめぐる視聴環境は急速に変化しています。そうした中において、公共放

送と民間放送との二元体制の下で、日本放送協会の放送番組をテレビ等の放送の受信設

備を設置しない者に対しても継続的かつ安定的に提供するため、インターネットを通じ

て放送番組等の配信を行う業務を協会の必須業務とするとともに、放送全体の発展に貢

献するプラットフォームとしての役割を果たす観点から、民間放送事業者が講じる難視

聴解消措置に対する協会の協力義務を強化する等の措置を講ずる必要があります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、原則として全ての日本放送協会の放送番組について、同時配信及び見逃し配

信を協会の必須業務とすることとしております。また、協会の放送番組の内容がその視

聴の環境に適した形態で配信されるよう、放送番組と密接な関連を有する情報であって

放送番組の編集上必要な資料により構成される番組関連情報の配信についても協会の必

須業務とすることとしております。 

 第二に、番組関連情報の配信を行う業務を日本放送協会自らの判断と責任において適

正に遂行するため、協会に対して業務規程の策定、公表等を義務づけるとともに、その

実施状況を定期的に評価すること等を義務づけることとしております。 

 第三に、日本放送協会の受信料の公平な負担を図るため、テレビ等の放送の受信設備

を設置した者と同等の受信環境にある者として、通信端末機器の操作等を経て協会が必

須業務として行う放送番組等の配信の受信を開始した者を受信契約の締結義務の対象と

することとしております。 

 第四に、民間放送事業者が講じる難視聴解消措置について、民間放送事業者から日本

放送協会が行う協力の具体的な内容に関する協議の求めがあったときは、協会に対し当

該協議に応じることを義務づけることとしております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して一年六月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院総務委員長報告（令和六年五月七日） 

○古屋範子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本案は、日本放送協会の放送番組等のインターネット配信に係る業務を協会の必須業

務とするとともに、テレビ等を持たず、スマートフォン等の通信機器により、協会の放

送番組等のインターネット配信の受信を開始した者に対し、協会との受信契約を締結す

る義務を課すほか、民間放送事業者が講じる難視聴解消措置に対する協会の協力義務を

強化する等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る四月九日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、本委員会に付託

されました。 

 委員会におきましては、同月二十三日松本総務大臣から趣旨の説明を聴取し、二十五

日、質疑を行い、これを終局しました。次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、

本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院総務委員長報告（令和六年五月一七日） 

○新妻秀規君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、日本放送協会の放送番組をテレビ等の放送の受信設備を設置しない者に

対しても継続的かつ安定的に提供するため、インターネットを通じて放送番組等の配信

を行う業務を協会の必須業務とするとともに、民間放送事業者が講じる難視聴解消措置

に対する協会の協力義務を強化する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、必須業務化されるインターネット配信の範囲、協会によるテ

キスト情報等の配信と競争評価のプロセス、必須業務化に伴う受信料制度の在り方、難

視聴解消措置への協力義務に対する協会の取組等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して伊藤岳委員、ＮＨＫ

から国民を守る党を代表して齊藤健一郎委員より、それぞれ反対する旨の意見が述べら

れました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 


